
平成２１年度補正予算の適正な執行を求める意見書

世界的な金融危機による景気後退は、我が国の経済を急速に悪化させ、本県の景

気・雇用情勢も厳しい局面を迎えている。

こうした未曾有の経済危機を克服するため、経済危機対策として総額１３兆９２

５６億円の平成２１年度補正予算が５月２９日に成立し、これに基づき、本県でも

６月補正予算及び９月補正予算において、景気・雇用緊急対策の予算措置等をした

ところであり、既に多くの事業が実施されている。

このような中、国において今年度補正予算の一部執行停止が議論されているが、

これにより地方向けの予算が執行停止されることになると、本県の景気・雇用に多

大な影響を及ぼすことになり、県民生活に大きな混乱が生じることが懸念される。

特に、本県の雇用情勢は、極めて厳しい状況が続いており、失業率がさらに悪化

することが予想される中にあっては、当面の景気・雇用対策は国と地方が協力しな

がら取り組んでいくことが重要である。

よって、国においては、地方経済に与える影響が大きい平成２１年度補正予算に

ついて、執行停止を行うことがないよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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